
既存の大規模団地（概ね 100 戸以上）における入居期限付き住宅について 

＜西大久保団地 規模増改善工事の実施報告＞ 

■事業概要

・多様化するニーズに対応した住環境の整備を先導的に推進するため、４０㎡程度の住戸２戸を

１戸に統合（２住戸の界壁の一部を撤去）し、４ＬＤＫ化等の子育て世帯向け住戸として整備

するもの。 

■社会背景・目的（課題等）

・京都府における合計特殊出生率（1.26）が２年連続の全国ワースト２。 

・少子化の現状が非常に厳しく、その対策の一つとして住宅・住環境の整備が必要であり、「住宅

の狭さ」が理想の子ども数を持たない要因の一つとなっている状況。 

・上記課題を踏まえ、既存ストックにて住戸改善（２戸１）を行うことにより、子育て世帯向け

住戸の供給増を図る。 

■事業対象

・府営住宅西大久保団地の中から、隣同士で空室となっている住戸を対象に実施。 

（対象住宅は４棟で合計２０戸１０セット） 

【参考：団地概要】・建設年度、構造：昭和 47～平成元年建設、RC造５階建 

・棟数、戸数：44棟、2,080戸 

■整備内容

・居住性向上や福祉対応型等のメニューに加え、界壁を一部撤去し、住戸間で室内の行き来が出

来る形に改修。併せて、子育て世帯に適した内装仕様等に整備を実施。 

【参考：内装仕様等】 

・可動式家具により、子どもの成長に合わせた間取り変更に対応 

・子どもを見守れる対面型キッチン 

・下の階への騒音を低減する床仕上げ  など 

■事業実施期間

・基本設計：平成 28年３月 31日～平成 28年 10月７日 

・実施設計：平成 28年 11月 16日～平成 29年１月 31日 

・工事（第６号棟・第 37号棟）：平成 29年７月 14日～平成 29年９月 29日 

〃 （第 25号棟・第 27号棟）：平成 29年７月 14日～平成 30年２月 28日（予定） 

■募集方法・応募状況

・募集方法：子育て世帯期限向け入居期限付き優先入居 

・募集時期：10月募集 10戸、2月募集 1戸 

・応募状況：10月募集 25人(2.5倍)うち応募無し 1戸、2月募集 9人(9倍) 
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■間取り図・写真

 

着工前 

着工後 

② 

③ 

④ 

写真① 

写真② 

写真③ 
写真④ 

① 

- 2 -



　府営住宅槇島大川原団地（なごみりあ槇島）敷地未利用地2,833㎡のうち暫定利用中
の芝生広場を除く約1,800㎡を平成29年4月28日付けで宇治市に目的外使用許可（無
償）し、保育所を増築。

なごみりあ槇島における保育所（槇島ひいらぎ保育園）増築

配 置 図 

芝生広場 
（暫定利用地） 

  約1,000㎡ｉ

槇島ひいらぎ保育園ｉ

該当敷地 

平成29年4月28日付け使用許可 

約1,800㎡ 
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平成２９年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

少子化対策総合戦略事業費

事 業 名 （「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業費）

（京の子育て応援総合融資事業費）

予 算 額 １,０００,０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

子育てに係る費用全般を対象とした融資を金融機関と

協働して実施（府は金融機関を預託方式により支援）し、

子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。

事 業 内 容

２ 融資内容

目 的

対 象 対 象 者 子ども（概ね２３歳未満）を育てている世帯

方 法 等 使 途 教育、住宅リフォーム等子育てに係る経費全般

限 度 額 ２００万円

返済期間 １０年間～２０年間

金 利 金融機関の通常金利より２％低利

担当課・担当名 少子化対策課 少子化対策担当 課･担当電話番号 075-414-4602

健康福祉－１８－(3)－②
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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

少子化対策総合戦略事業費
新規・

事 業 名 （「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業費） 継続の別 継続

（京の子育て応援総合融資事業費）

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ５００,０００千円
－ － 500,000 －

１ 趣 旨

子育てに係る費用全般を対象とした融資を金融機関と協働して実施

（府は金融機関を預託方式により支援）し、子育て世帯の経済的負担

の軽減を図る。

事業内容 ２ 融資内容

対 象 者 子ども（概ね２３歳未満）を育てている世帯

目 的 使 途 教育、住宅リフォーム等子育てに係る経費全般

対 象 限 度 額 ２００万円

方法等 返済期間 １０年間～２０年間

金 利 金融機関の通常金利より２％低利

担 当 課 ・ 担 当 名 こども総合対策課 少子化対策担当 課・担当 電話番号 075-414-4602

健康福祉－１７－（３）－②
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平成２９年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

少子化対策総合戦略事業費

事 業 名 （「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業費）

（結婚・子育て応援住宅総合支援事業費）

予 算 額 ２００,０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

新婚世帯、子育て（多子・三世代）世帯に対し住宅確保に係る

支援を実施し、経済的負担の軽減を図る。

２ 事業内容

結婚から子育てまでの住宅確保に係る経費について総合的に支援

○新婚世帯スタートアップ支援

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

○多子世帯・三世代同居等推進支援

○制度スキーム

市町村が実施する上記事業に対し、府が１／２負担

担当課・担当名 少子化対策課 少子化対策担当 課･担当電話番号 075-414-4602

健康福祉－１８－(3)－①

区分 対象者 補助対象 補助上限額 補助割合

国3/4、府1/8、市町村1/8

府1/2、市町村1/2

世帯所得３４０万円
未満

世帯所得３４０万円
以上５００万円未満

１８万円/１世帯

２４万円/１世帯

新婚
新生活開始に係
る新居住居費・引
越費用等

区分 対象者 補助対象 補助上限額 補助割合

リフォーム支援

多子
三世代

住宅リフォーム費用 ５０万円

府1/4、市町村1/4、本人1/2購入支援

仲介手数料

２０万円

賃貸支援 ２．５万円
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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

健康福祉部

少子化対策総合戦略事業費 新規・
事 業 名 （「家計にやさしい」子育てあんしん京都事業費）

継続の別
継続

（結婚・子育て応援住宅総合支援事業費）

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ９２,０００千円

21,000 － － 71,000

１ 趣 旨

新婚世帯、子育て（多子・三世代）世帯に対し住宅確保に係る支

援を実施し、経済的負担の軽減を図る。

事業内容 ２ 事業内容

結婚から子育てまでの住宅確保に係る経費について、市町村と連

目 的 携して総合的に支援

対 象

方法等 ○新婚世帯スタートアップ支援

○多子世帯・三世代同居等推進支援

担 当 課 ・ 担 当 名 こども総合対策課 少子化対策担当 課・担当 電話番号 075-414-4602

健康福祉－１７－（３）－①

区分 対象者 補助対象 補助基準額 補助割合

世帯所得340万円
未満

30万円／１世帯 国1/2、府1/4、市町村1/4

世帯所得340万円
以上500万円未満

18万円／１世帯 府1/2、市町村1/2

新婚

新生活開始
に係る新居
住居費・引
越費用等

区分 対象者 補助対象 補助基準額 補助割合

リフォーム支援 住宅リフォーム費用 100万円/1世帯

購入支援 40万円/１世帯

賃貸支援 5万円/１世帯

多子
三世代 仲介手数料

府1/2,市町村1/2
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補
助
上
限
額

補
助
割
合

　当該年度期間中に次の事項が完了していること。
①居住の実態
　夫婦の双方又は一方が当該住宅に住民登録済み
で居住していること。
②新規の住宅購入
　売買契約書の締結及び支払
③新規の賃貸契約
　賃貸借契約書の締結及び支払
④引越費用の支払完了
　引越業者又は運送業者への支払

結婚・子育て応援住宅総合支援事業の概要

補
助
対
象
項
目

子育て世帯支援新婚世帯支援

①リフォーム
　 次の内容以外の工事
　　■同居・近居との関連がない工事
　　　（例：外構工事、雨漏修繕 等）
　　■設備機器のみの設置又は更新

②住宅購入
　  仲介手数料

③住宅賃貸
　 仲介手数料

事
業
完
了
の
要
件

①リフォーム
　 リフォーム工事が完了し代金の支払完了

②住宅購入
　 仲介手数料の支払完了

③住宅賃貸
　　仲介手数料の支払完了

①多子世帯
　子ども（18歳に達する日以降最初の3月31日まで
の間にある者、妊娠中の子どもも含む）３人以上
の世帯

②三世代同居・近居する世帯
　 親子世帯と祖父母（曾祖父母含む）世帯が同
居・近居する世帯

　　※近居：直線距離で２㎞以内

※①、②とも年収約７５０万円未満までを対象

①当該事業年度中に婚姻届を提出し、受理された
夫婦

➁婚姻届提出日時点で夫婦の双方又は一方が４０
歳未満

③夫婦の所得の合算額が５００万円未満の世帯
＜国制度＞
　・世帯所得３４０万円未満
＜府制度＞
　・世帯所得３４０万円以上５００万円未満
　　※最新の所得証明書をもとに、夫婦の所得を
　　　合算して算出

対
象
世
帯

①新規の住宅購入；購入に係る費用

②新規の住宅賃貸；賃料、共益費、仲介手数料

③引越費用：引越業者又は運送業者への支払に限
る。

補助対象地域を限る等、市町村が独自に補助対象を制限することは可とする。 

補助上限額 補助割合

国3/4、府1/8、市町村1/8

府1/2、市町村1/2

区
　
　
分

世帯所得３４０万円
未満

世帯所得３４０万円
以上５００万円未満

１世帯あたり１８万円

１世帯あたり２４万円

市町村が独自に補助対象項目を制限することは可とする。 

補助上限額 補助割合

リフォーム 100万円

住宅購入 ４０万円
住宅賃貸 ５万円

府  　1/2
市町村　1/2
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平成２９年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部・教育委員会

事 業 名 きょうとこどもの城づくり事業費

予 算 額 １４５，０３２千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

様々な課題を抱える子ども（ひとり親家庭・退所児童等）の生活習慣の確立と学習習

慣の定着を支援するため、地域実情に応じた「きょうとこどもの城」の開設や運営を支援

し、こどもの健全な成長と貧困の連鎖の防止を図る。

２ 事 業 内 容

事業者が地域のニーズや実情に応じた多様な機能を持てるよう、選択制の支援メニ

ューを用意（複数選択の場合は、支援額を合算）

（例） 居場所と子ども食堂機能を併設する運営費（年間１５０日（週３回以上）実施）

居場所（６,７５０千円）＋子ども食堂（１,５００千円）＝8,２５０千円

事業内容 （１） きょうとこどもの城づくり事業（総合支援メニュー） ： １３８，６７２千円

（単位：千円（１カ所当たり上限額））

目 的 運 営 費 支 援 開 設 費 支 援

対 象

方 法 等

きょうと子ども食堂 １,５００ ２００
（食事の提供） ③

居場所 ③ １５日～（夏休み等実施） ４０５

（生活・学習支援） ５０日～（週１回以上） １,２００

１００日～（週２回以上） ４,９００ １,５００
１５０日～（週３回以上） ６,７５０

シェアハウス ４,０００
（退所児童等）②

未来塾等 地域未来塾⑤ ２２４
（学習支援） 生活困窮世帯の場合① ８８９ －

フリースクール④ ５００

（２） 「子ども食堂」食材供給体制構築事業 ： ５,０００千円 ③

食品関係団体・農業団体等とフードバンク・社会福祉協議会等とが連携した食材提供の

仕組みづくり

（３）子どもの貧困対策総合支援事業 ： １,３６０千円 ③

子どもの貧困対策ネットワーク会議の開催等（地域支援拠点の団体、市町村、居場所事

業者等）

担当課名 ①福祉・援護課 生活・就労一体型支援担当（075-693-8243） ④学校教育課 指導第２担当（075-414-5840）

及び ②家庭支援課 家庭福祉担当（075-414-4582） ⑤社会教育課 振 興 担 当（075-414-5884）

電話番号 ③ 〃 母子・父子担当（075-414-4584）

健康福祉－１
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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明
健康福祉部・教育委員会

新規・
事 業 名 きょうとこどもの城強化拡大事業費

継続の別
一部新規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １６７，００９千円

52,524 － － 114,485

１ 趣 旨
様々な課題を抱える子ども（ひとり親家庭・退所児童等）の生活習慣の確立と学習習

慣の定着を支援するため、地域の実情に応じた「きょうとこどもの城」の開設や運営を支

援し、こどもの健全な成長と貧困の連鎖の防止を図る。

２ 事 業 内 容
事業者が地域のニーズや実情に応じた多様な機能を持てるよう、選択制の支援メニ

ューを用意（複数選択の場合は、支援額を合算）

事業内容 拡（１） きょうとこどもの城づくり事業（総合支援メニュー） ： １６２，７４９千円

（単位：千円（１カ所当たり上限額））

目 的 運 営 費 支 援 開 設 費 支 援

対 象

方 法 等

きょうと子ども食堂
１,５００ ２００

（食事の提供） ③

居場所 ③ １５日～（夏休み等実施） ４０５

（生活・学習支援） ５０日～（週１回以上） １,２００
※地域支援拠点の拡大 １００日～（週２回以上） ４,９００ １,５００
※支援メニューの追加 １５０日～（週３回以上） ６,７５０

新・宿泊体験型
・朝食提供型 シェアハウス ４,０００

（退所児童等）②
未来塾等 地域未来塾⑤ ２３６
（学習支援） 生活困窮世帯の場合① １,４２５ －

フリースクール④ ５００

未来づくりサポーター ３００ －
（大学生等による支援）③

拡（２）こどもの城ネットワークの強化 ： ４,２６０千円 ③

関係団体による「きょうとこどもの城ネットワーク会議」を開催するとともに、こどもの城実

施団体への安定した食材提供や食物アレルギー対策の強化を図るほか、ひとり親家庭の

子等への下宿代支援（京都ソリデール事業：福祉型）を実施

担当課名 ①福祉・援護課 生活・就労一体型支援担当（075-693-8243） ④学校教育課 指導第２担当（075-414-5840）

及び ②家庭支援課 家庭福祉担当（075-414-4582） ⑤社会教育課 振 興 担 当（075-414-5884）

電話番号 ③ 〃 母子・父子担当（075-414-4584）

健康福祉－２０
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京
都

府
府

営
住

宅
向

日
台

団
地

民
活

導
入

可
能

性
調

査
の

事
業

概
要

事
業

化
に

向
け

て
の

課
題

及
び

検
討

し
た

内
容

京
都

府
で

は
、

次
の

要
件

に
該

当
す

る
案

件
に

つ
い

て
は

、
P

F
I検

討
対

象
と

し
て

い
る

。

①
設

計
及

び
建

設
費

が
1
0
億

円
以

上
の

施
設

整
備

事
業

（
改

築
を

含
む

）
②

上
記

以
外

の
事

業
で

民
間

の
経

営
ノ

ウ
ハ

ウ
等

の
活

用
に

よ
り

行
政

の
効

率
化

や
サ

ー
ビ

ス
の

著
し

い
向

上
が

見
込

ま
れ

る
事

業

＜
課

題
＞

Ｐ
Ｆ

Ｉ導
入

に
当

た
っ

て
は

、
次

の
課

題
に

つ
い

て
検

討

・
ま

ち
づ

く
り

の
拠

点
と

な
る

団
地

に
し

、
余

剰
地

の
最

大
化

、
家

賃
収

入
以

外
に

収
益

を
生

み
出

す
仕

組
み

づ
く

り
が

必
要

・
地

域
活

性
化

、
交

流
機

能
を

付
与

す
る

こ
と

が
必

要
・
住

民
サ

ー
ビ

ス
の

向
上

や
団

地
を

活
用

し
た

新
し

い
価

値
を

生
み

出
す

運
営

経
営

手
法

の
検

討
が

必
要

・
民

間
の

経
営

手
法

や
創

意
工

夫
を

活
か

し
た

施
設

運
営

の
可

能
性

検
討

が
必

要

検
討

経
緯

等
調

査
対

象
団

地
の

概
要

等

＜
検

討
し

た
内

容
＞

課
題

解
決

の
た

め
に

、
次

の
調

査
・
検

討
を

実
施

・
課

題
及

び
調

査
等

を
踏

ま
え

た
事

業
計

画
等

の
精

査
・
精

査
し

た
事

業
計

画
等

に
基

づ
く
V

F
M

等
の

算
定

・
各

種
リ

ス
ク

の
抽

出
及

び
適

切
な

官
民

負
担

の
検

討
・
民

間
企

業
（
金

融
機

関
を

含
む

）
の

意
向

調
査

【
計

画
で

の
位

置
づ

け
・
方

針
】

･府
営

住
宅

ｽ
ﾄｯ

ｸ
総

合
活

用
計

画
（
第

二
次

）
（
計

画
期

間
：
H

1
8
～

2
7
年

度
）

→
 建

替
え

･府
営

住
宅

等
長

寿
命

化
計

画
（
計

画
期

間
：
H

2
8
～

3
7
年

度
）

→
 建

替
え

･イ
ニ

シ
ャ

ル
コ

ス
ト

の
抑

制
や

、
よ

り
円

滑
で

迅
速

な
事

業
推

進
を

図
る

た
め

、
V

F
M

が
得

ら
れ

る
場

合
の

P
F
I事

業
の

実
施

等
の

民
間

活
力

の
導

入
を

図
る

。

・
規

模
：
1
5
棟
・
4
9
5
戸
(
入
居
戸
数

4
4
7
戸
･
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
現
在
)

※
平
成
2
6
年
６
月
募
集
停
止

・
建

設
年
：
S
4
1
(
1
9
6
6
)
年
…
８
棟
建
設

S
4
2
(
1
9
6
7
)
年
…
７
棟
建
設

・
構

造
：
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
５
階
建
て

・
敷

地
：
約
4
5
,
5
0
0
㎡
（
府
有
地
）

・
用
途
地
域
：
第
１
種
住
居
地
域
(建

ぺ
い
率
60
％
・
容
積
率
20
0％

)､
1
5
m
第
１
種
高
度
地
区

・
委

託
先

：
(株

)市
浦
ハ

ウ
ジ
ン

グ
＆

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

大
阪

支
店

・
委
託
期

間
：

平
成

2
9
年
３

月
2
7
日

～
平

成
3
0
年

３
月

９
日
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棟
番

号
建

設
年

度
戸

数
専

有
面

積
改

善
履

歴
等

1棟
S
41

30
75

.3
平

成
元

年
度

改
善

2棟
S
41

25
75

.3
昭

和
63

年
度

改
善

3棟
S
41

20
75

.4
昭

和
60

年
度

改
善

15
75

.3
－

20
58

.4
平

成
元

年
度

改
善

15
75

.3
－

15
58

.4
平

成
2年

度
改

善
6棟

S
41

15
58

.4
昭

和
62

年
度

改
善

7棟
S
41

15
58

.4
昭

和
62

年
度

改
善

8棟
S
41

25
58

.4
昭

和
61

年
度

改
善

9棟
S
42

40
35

.8
－

10
棟

S
42

25
35

.8
－

11
棟

S
42

60
35

.8
E
V

あ
り

12
棟

S
42

25
35

.8
－

13
棟

S
42

35
35

.8
－

14
棟

S
42

50
35

.8
E
V

あ
り

15
棟

S
42

65
35

.8
－

合
計

-
49

5
-

－

4棟 5棟

S
41

S
41

凡
例

○
（
棟

番
号

）
戸
数
／
入
居
世
帯
数

４
府

道
柚

原
・
向

日
線

３
東

側
崖

５
団

地
内

通
路

１
競

輪
場

駐
車

場
（
南

）
２

競
輪

場
駐

車
場

（
北

）

８
南

側
崖

７
西

側
敷

地

６
歩

道
橋

開
催

時
以

外
は

団
地

住
民

の
ラ

ジ
オ

体
操

の
場

と
し

て
活

用
開

催
時

以
外

は
地

域
の

ｽ
ﾎ

ﾟｰ
ﾂ

ｸ
ﾗ
ﾌ
ﾞ等

が
ｸ
ﾞﾗ

ｳ
ﾝ
ﾄﾞ

と
し

て
活

用
■

府
営

住
宅

向
日

台
団

地
の

現
況

■
敷
地

・
所
在
地

向
日
市
寺
戸
町
天
狗
塚
、
向
日
町

北
山

他
、

京
都
市
西
京
区
大
原
野
上
里
南
ノ

町
／

大
原
野
東
野
町

長
岡
京
市
滝
ノ
町
二
丁
目

・
敷
地
面
積

約
45
,
5
0
0
㎡
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被
災
者
受
入
体
制

・
災

害
に
よ
り
住

宅
に
困

窮
す
る
者

に
対

し
、
府

営
住

宅
等

を
目

的
外

使
用

許
可

に
よ
り
一

時
的

に
提

供

・
府

外
の

大
規

模
災

害
に
つ
い
て
は

国
の

支
援

要
請

な
ど
を
踏

ま
え
、
広

域
避

難
の

見
込

ま
れ

る
場

合
に
対

応

・
府

内
災

害
に
つ
い
て
は

、
大

規
模

災
害

で
市

町
村

で
対

応
し
き
れ

な
い
場

合
に
応

援
要

請
を
受

け
て
対

応

・
あ
る
程

度
整

備
さ
れ

た
空

き
住

戸
が

あ
れ

ば
迅

速
に
提

供
可

能
で
あ
る
が

、
本

来
の

募
集

計
画

に
影

響

・
受

入
者

の
退

去
に
は

新
た
な
住

居
の

確
保

が
必

要
で
あ
り
、
必

要
に
応

じ
府

営
住

宅
等

へ
の

正
式

入
居

の
案

内
そ
の

他
の

支
援

を
実
施 ○

大
規

模
災

害
で
の

受
入

実
績

（
平

成
２
２
年

度
以

降
）

１
府
外
で
発
生

・
東

日
本

大
震

災
（
平

成
２
３
年

３
月

）
６
５
戸

・
平

成
２
８
年

熊
本

地
震

（
平

成
２
８
年

４
月

・
熊

本
県

）
２
戸

２
府
内
で
発
生

・
京

都
府

南
部

地
域

豪
雨

災
害

（
平

成
２
４
年

８
月

・
宇

治
市

）
１
９
戸

・
平

成
２
５
年

台
風

１
８
号

災
害

（
平

成
２
５
年

９
月

・
福

知
山

市
及

び
舞

鶴
市

）
１
３
戸

・
平

成
２
６
年

８
月

福
知

山
豪

雨
（
平

成
２
６
年

８
月

・
福

知
山

市
）

１
８
戸
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29 4 26 6

10 100 22
30 <H9> 474 <H27> 416 12

16
43 H26 296 688

H26 

5.0
4138.8

318

3.8
31

52.4
429
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京都府における新たな住宅セーフティネット制度施行後の状況 

 

 

１ 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅の登録 （※登録権者：京都府及び京都市） 

６ 戸（京都府：０戸、京都市：６戸） 

 

 

２ 住宅確保要配慮者居住支援法人の指定   （※指定権者：京都府） 

１ 件（ホームネット株式会社） 

  

 

３ その他 

・京都市と連携して登録手続等に関する窓口の開設について記者発表（H29.10.20） 

・府独自の民間既存住宅活用型の住宅セーフティネット関連事業として、若者への低廉

で質の高い住宅確保及び自宅の一室を提供する高齢者との交流を図る異世代同居マッ

チング「京都ソリデール」事業を実施（平成 28年度～） 

 

４ 今後の対応 

本制度は、増加する住宅確保要配慮者の重層的な受け皿となるとともに、民間空き家・

空き室の有効活用にもなることから、引き続き居住支援協議会を通じた制度の普及等の

取組を実施 

 

 

 

（参考）京都府における住宅確保要配慮者の状況 

宅建業者に対するアンケート結果（H29.８月）によれば、平成 23 年時点と比較して

解消の傾向にあるものの、依然として家主による入居拒否の実態は存在 

 

賃貸住宅の媒介に際して、家主から断るよう言われた経験の有無 

入居者の

種別 

回答（H23.８月）※回答総数：651 回答（H29.８月）※回答総数：679 

経験有り 経験なし 無回答 経験有り 経験なし 無回答 

高齢者 326 50% 281 43% 44 7% 297 44% 368 54% 14 2% 

障害者 150 23% 452 69% 49 8% 109 16% 553 81% 17 3% 

外国人 256 39% 332 51% 63 10% 242 36% 415 61% 22 3% 

母子（父子）家庭 97 15% 495 76% 59 9% 47 7% 596 88% 36 5% 

出典：宅建業者を対象とした「人権問題についてのアンケート」（京都府建設交通部） 
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平成２９年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部
建設交通部

事 業 名 次世代下宿「京都ソリデール」事業費

予 算 額 １６，０００千円 新規･継続の別 一部新規

事業内容

目 的

対 象

方法等

担当課・係名 家庭支援課 母子・父子担当 課･係直通電話番号 075-414-4584
住 宅 課 計 画 担 当 075-414-5361

建設交通 －１９－

１ 趣 旨

若者の府外への転出抑制、府外からの流入促進及び地方への定住

促進を図るため、若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅の一室を

提供する高齢者との交流を図る同居マッチングシステムを構築し、

京都ならではの次世代下宿「京都ソリデール」事業を実施

２ 事業概要

（１） 若者への低廉で質の高い住宅確保と、若者に自宅の一室を提

供する高齢者との交流を図るため、改修が必要な住宅のリフォ

ーム補助と同居マッチングを実施 （１４，０００千円）

（担当課：住宅課）

■リフォーム補助概要

対象経費
若者と高齢者の同居に必要なリフォーム

工事に要する経費

補 助 額 上限９０万円（補助率１／２）

※自己負担額は、府住宅改良資金融資制度の対象

■同居マッチング 目標：３０組

新（２） ひとり親家庭、生活困窮世帯の子等が大学進学等により利

用する場合、下宿代の一部（１／３、上限２万円）を支援

（２，０００千円）

（担当課：家庭支援課）
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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

建設交通部

新規・
事 業 名 次世代下宿「京都ソリデール」事業費

継続の別
継 続

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １４，０００千円

― ― ― 14,000

事業内容

目 的

対 象

方法等

担当課・担当名 住 宅 課 計 画 担 当 課・担当 電話番号 075-414-5361

建設交通 －１４－

１ 趣 旨

若者の府外への転出抑制、府外からの流入促進及び地方への
定住促進を図るため、若者への低廉で質の高い住宅確保と自宅
の一室を提供する高齢者との交流を図る同居マッチングシステ
ムを構築し、京都ならではの次世代下宿「京都ソリデール」事
業を実施する。

２ 事業概要

若者への低廉で質の高い住宅確保と、若者に自宅の一室を提
供する高齢者との交流を図るため、改修が必要な住宅のリフォ
ーム補助と同居マッチングを実施

■リフォーム補助概要

対象経費
若者と高齢者の同居に必要なリフォーム
工事に要する経費

補 助 額 上限９０万円（補助率１／２）

※自己負担額は、府住宅改良資金融資制度の対象

■同居マッチング 目標：５０組

- 19 -



京都府内における空家等対策特措法に関する取組状況一覧 

府内 26市町村の取組状況 

H28年度末時点 H30.2.1時点 

１ 実態把握 全部済 10 16 

一部済 ７ ９ 

実施中 ４ ０ 

実施予定 ３ １ 

予定無 ２ ０ 

２ 特定空家等の判断基準 

（法第２条） 

策定済 ２ ５ 

策定予定 15 13 

予定無 ９ ８ 

３ 空家等対策計画 

（法第６条） 

公表済 ２ ５ 

策定予定 13 11 

未定 ８ ９ 

予定無 ３ １ 

４ 協議会の設置 

（法第７条） 

設置済 ３ ５ 

設置予定 ９ ７ 

予定無 14 14 

５ 立入調査 

（法第９条） 

実施済 １ ２ 

実施予定 ８ ９ 

予定無 17 15 

６ 所有者情報の利用 

（法第 10条） 

利用有 20 20 

利用無 ６ ６ 

７ 法等に基づく

取組 

（法第 13条） 

相談窓口 有 15 21 

予定 ３ １ 

無 ８ ４ 

空家バンク 有 16 18 

予定 ２ ４ 

無 ８ ４ 

調査支援 有 １ １ 

予定 ０ ０ 

無 25 25 

改修支援 有 10 11 

予定 １ １ 

無 15 14 

除却支援 有 ２ ２ 

予定 ０ ２ 

無 24 22 
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平成２９年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 住宅耐震化総合支援事業費

予 算 額 １７０，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨
京都府建築物耐震改修促進計画に基づき、住宅の耐震化率向上を図

るため、耐震診断・耐震改修工事及び耐震シェルター設置の助成を行

い大地震による被害の減災を目指す。

２ 事業内容

①耐震診断

◇耐震診断事業を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

事業内容

目 的

②耐震改修

対 象 ◇耐震改修事業等を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

方法等

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346

建設交通 －１５－

昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

診断結果の通知、耐震工事費の提示、改修に関する提案、アドバイスを実施

補助対象額 5万円／戸 (別途府民負担額 3千円)

助成区分 耐震改修 簡易耐震改修 耐震シェルター設置＊

対象住宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

対象経費 改修後の評点が0.7 屋根の軽量化等、耐 耐震シェルター設置

以上に向上する改修 震性が確実に向上す に要する費用

に要する費用 る改修に要する費用

耐震診断 必要 市町村において簡易 市町村において簡易

審査を実施 審査を実施

補助基本額 補助率3/4 補助率3/4 補助率3/4

上限90万円/戸 上限30万円/戸 上限30万円/戸

＊高齢者等の居住に限る
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平成３０年度 当初予算案主要事項(平成２９年度２月補正含む)説明

建設交通部

新規・
事 業 名 住宅耐震化総合支援事業費 継続の別 拡 充

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 １７０，０００千円

81,750 ― ― 88,250

１ 趣 旨

京都府建築物耐震改修促進計画に基づき、住宅の耐震性の向上を図るため、

耐震診断・耐震改修工事及び耐震シェルター設置の助成を行い大地震による

被害の軽減を目指す。

事業内容 ２ 事業内容

①耐震診断

目 的 ◇耐震診断事業を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

対 象

方法等

②耐震改修等

◇耐震改修事業等を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

●負担割合

●補助内容

※平成３０年度から、耐震シェルター設置の高齢者等の居住要件を撤廃

【拡充】

担当課・担当名 建築指導課 建築防災・安全担当 課・担当 電話番号 075-414-5346

建設交通 －１１－

対象住宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

事業内容 住宅の耐震性の評価、耐震改修工事費の概算、耐震改修等に関す

るアドバイスを実施

補助額 5万円／戸 (別途府民負担額 3千円)

国 府 市町村

１／２ １／４ １／４

耐震改修 簡易耐震改修 耐震シェルター設置

対象住宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

事業内容 改修後の評点が0.7 屋根の軽量化等、耐 耐震シェルターの

以上に向上する改修 震性が確実に向上す 設置

る改修

補助上限額 90万円/戸 30万円/戸 30万円/戸
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耐震シェルター設置の補助制度について 

■ 耐震シェルターとは？ 

○住宅が地震によって倒壊した場合でも、安全な空間を確

保することができる堅固な構造物 

○住宅の１階（主に寝室となる部屋）に設置し、家屋が倒壊

してもシェルター内の安全を確保 

【メリット】  

・建物全体の耐震化が難しい場合に有効 

・建物自体の耐震改修に比べて安価 

・短期間での設置が可能 

 

■ 耐震シェルター設置の補助制度  【H30 年度拡充：高齢者等の居住要件を撤廃】 

【補助対象】 昭和 56年５月以前着工の木造住宅 

【補助金額】 耐震シェルター設置費用の３／４（最高 30万円）を補助 

【設置実績】 H28年度：４件（うち、２件は市町村単費で実施） 

 

■ 設置事例 

・和室(６畳)に設置し、シングルベッドであれば２台可 

・工事期間は２～３日、工事費用は 25万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

シェルター内の様子→ 

 

（参 考）木造住宅の耐震化に係る他の補助制度 【※H30年度拡充内容】 

 
住宅耐震診断助成制度 

木造住宅耐震改修助成制度 

耐震改修 簡易耐震改修 

補助対象 昭和 56年５月以前着工の木造住宅 

内  容 

京都府木造住宅耐震診断

士を市町村が派遣して耐

震診断等を実施 

改修後の評点が 0.7 以上

に向上する耐震改修工事

を補助 

屋根の軽量化等、耐震性が

確実に向上する耐震改修

工事を補助 

補助金額 
５万円／戸 

（府民負担３千円） 

設計・工事に要する費用の４／５※ 

最高 100万円 ※ 最高 40万円 ※ 

 
 

耐震シェルター 
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地域再建被災者住宅等支援事業（府制度）の概要
＜住宅再建経費・住宅再建関連経費＞

１ 補助金交付の対象となる方

支援法（被災者生活再建支援法）が府内で適用された自然災害等※による府内の被災
住宅（下表の被害区分の被害）に居住していた方で、被災住宅又は被災住宅に代わる府
内の住宅へ居住する方

※対象災害の適用基準を拡大し、①かつ②に該当する自然災害を適用要件に追加（平
成29年10月）
①いずれかの都道府県で支援法が適用された自然災害
②府内において支援法の適用基準の概ね１／３以上の被害

⇒ これにより平成29年台風第18号災害も対象

２ 補助対象となる経費

住 宅 再 建 経 費：被災住宅の再建等（建替え、購入、補修、賃借）経費 等
住宅再建関連経費：被災住宅の清掃費、家具、家電製品購入費 等

３ 補助金額

＜算定式＞ 補助金額 ＝ A ＋ B （補助限度額を上限）

A：「住宅再建経費」×１／３－「支援法の支援金」
・計算した Aの額が５０万円（賃借は２５万円）未満の場合、
５０万円（賃借は２５万円）を上限に実費額。

B：「住宅再建関連経費」 （５万円を限度）

支援法 支援法

非適用地域 適用地域

被害区分 被災住宅の 補助限度額 補助限度額 支援法支援金

再建方法 との合計額

全壊 建替え・購入 ３００万円 １５０万円 (４５０万円)

補修 ２００万円 １００万円 (３００万円)

賃借 １５０万円 ７５万円 (２２５万円)

大規模半壊 建替え・購入 ２５０万円 １００万円 (３５０万円)

補修 １５０万円 ６０万円 (２１０万円)

賃借 １００万円 ４０万円 (１４０万円)

半壊 建替え・購入・補修 １５０万円 １５０万円

一部破損・床上浸水 建替え・購入・補修 ５０万円 ５０万円

H29台風18号：府内は支援法の非適用地域
H29台風21号：舞鶴市が支援法適用地域、府内その他市町は支援法の非適用地域
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平成 29年度 台風第 18号災害に係る取組状況 平成 29年度 台風第 21号災害に係る取組状況 

被害(10/4 現在)及び制度活用等(１/10現在） 

半壊 一部破損 床上 実施予定 備考 

福知山市 3 2 ◎受付中 ※ 

舞鶴市 5 ○実施予定 ※ 

城陽市 1 ○実施予定 ※ 

京丹後市 78 ◎受付中 ※ 

宮津市 1 19 ◎受付中 

伊根町 12 ◎受付中 ※ 

与謝野町 12 ◎受付中 ※ 

京都市 1 ◎受付中 ※ 

※台風 21号災害の制度活用・予定市町村 

被害(1/18現在)及び制度活用等(１/10現在） 

半壊 一部破損 床上 実施予定 備考 

福知山市   12    8   69 ◎受付中 ※ 

舞鶴市    5  239  286 ◎受付中 ※ 

綾部市    3   12 ◎受付中 

京丹後市    2 ◎受付中 ※ 

伊根町    2 ◎受付中 ※ 

与謝野町    1    2 ◎受付中 ※ 

京丹波町   27 ◎受付中 

南丹市    2   61 ◎受付中 

亀岡市   45 ◎受付中 

京都市   82 ◎受付中 ※ 

城陽市    4 ○実施予定 ※ 

京田辺市    1 ◎受付中 ※ 

木津川市    1 ◎受付中 

※台風 18号災害の制度活用・予定市町村 

○補助金支援状況 （平成 30 年 1 月末現在）
   (単位：件) 

補助金 融資（建） 

全壊 0 0 

大規模半壊 0 0 

半壊 1 0 

床上浸水等 16 - 

合計 
(金額千円※) 

17 
(5,334) 

0 
(0) 

※金額欄は、市町村→被災者への補助金額

○補助金支援状況 （平成 30 年 1 月末現在）
   (単位：件) 

補助金 融資（建） 

全壊 0 0 

大規模半壊 0 0 

半壊 1 0 

床上浸水等 114 - 

合計 
(金額千円※) 

115 
(34,755) 

0 
(0) 

※金額欄は、市町村→被災者への補助金額

○被災者生活再建支援法
適用なし

○被災者生活再建支援法
平成 29年 10月 30 日 支援法適用（舞鶴市） 

○被害状況（H29.10.４府被害発表）
一部破損 ６件、床上浸水 128件

○被害状況（H30.1.18府被害発表）
半壊 20件、一部破損 486件、
床上浸水 368件

○予算措置状況（補助・融資）
H29 年度当初 5,847千円(南部豪雨、８月豪雨との合計額)

H29 年度２月補正予算額 83,450千円(南部豪雨、８月豪雨、H29 台風 18・21号の合計額)
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